
百万円 百万円 ％

　合                   　計 178,376 206,055 115.5

　非　   　 公   　　  共 106,574 120,115 112.7

  公                     共 71,802 85,940 119.7

一 般 公 共 70,689 84,827 120.0

　 69,985 83,982 120.0

　 704 845 120.0

災 害 復 旧 1,113 1,113 100.0

（注）

４．上記の他、農山漁村地域整備交付金（水産関係分）１２，０４５百万円がある。

※東日本大震災復旧・復興対策は、水産関係を含め一括して復興庁より要求される。

平成２９年度水産予算概算要求の概要

 事　　　　　　　　　　　項
平成２８年度
予 　算 　額

対前年度比

水産基盤整備

３．計数は、四捨五入のため、端数において合計とは一致しないものがある。

平成２９年度
要求・要望

額

漁  港  海  岸

１．金額は関係ベース。

２．計数整理の結果、異動を生じることがある。



平成29年度水産予算概算要求の主要事項
総額 ２，０６１億円 （１，７８４億円）主要検討課題

※ 東日本大震災からの水産業の復旧・復興対策については、被災地の復旧・復興等の状況を踏まえ、復興庁が引き続き所要の対策を要求

１．浜の担い手・地域活性化対策 73億円 (50億円)

・ 栽培漁業総合推進事業 ２億円［新規］

８．漁場環境保全、技術開発等 15億円（14億円）

・ さけ・ます資源回復推進事業 ４億円（３億円）

２．資源管理・資源調査の強化 46億円（41億円）

・ 国際水産資源調査・評価推進事業 15億円（12億円）
・ 我が国周辺水産資源調査・評価推進事業 17億円（16億円）

３．漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進 427億円(334億円)

・ 漁業経営セーフティーネット構築事業 77億円（25億円）
・ 漁業収入安定対策事業 201億円（203億円）

４．水産物の加工・流通・輸出対策 16億円（15億円）
・ 水産物輸出倍増環境整備対策事業 ２億円（２億円）

９．水産基盤整備事業＜公共＞ 840億円（700億円）

・ 健全な内水面生態系復元等推進事業 ３億円（２億円）

６．増養殖対策 16億円（14億円）

・ 輸出証明書発行電子化事業 0.2億円［新規］
・ 国産水産物流通促進事業 ８億円（８億円）

５．水産多面的機能の発揮対策・離島漁業の再生支援 43億円 (40億円)

○ 地域で策定した浜プランの実行を支援

○ 新規就業者の育成・確保や人材の育成を更に推
進

○ 適切に資源管理を実施するため、資源評価・調
査を強化

○ 栽培漁業、養殖業、内水面漁業を積極的に振興
○ 真珠振興法に基づく真珠養殖業に対する支援
を実施

○ 水産物の輸出目標3,500億円（2020年）の前倒し
達成

○ 生産から消費・輸出段階に至るまで国産水産物
流通の目詰まり解消に向けた出口戦略を展開

○ 多面的機能を有する漁村、離島地域の活性
化への対応（有人国境離島法に基づく離島漁業
支援への対応を含む。）

浜の担い手・地域活性化対策

資源管理・資源調査の強化

増養殖対策

水産物の加工・流通・輸出対策

水産多面的機能の発揮、離島漁業の再生

○ 水産業の競争力強化や国土強靱化に資する
基盤整備の推進

○ 長寿命化対策、既存ストックの有効活用

漁港漁場整備、漁港・漁村の防災・減災対策

・ 浜の活力再生交付金 60億円（41億円（強い水産業づくり交付金））

・ 新規漁業就業者総合支援事業 11億円（６億円）

・ 漁業構造改革総合対策事業 46億円（３億円）

・ 鯨類捕獲調査円滑化等対策 39億円（44億円）

７．捕鯨対策 51億円（51億円）

・ 水産多面的機能発揮対策 28億円（28億円）
・ 離島漁業再生支援交付金 15億円（12億円）

・ 養殖魚安定生産・供給技術開発事業 0.8億円（0.8億円）

・ 有害生物漁業被害防止総合対策事業 ５億円（５億円）

・ ICTを利用した次世代スマート沿岸漁業技術開発事業 0.9億円［新規］

○ トド等有害生物対策や赤潮・貧酸素水塊対策
の実施

○ 漁業への新技術の導入を加速化

○ 商業捕鯨の早期再開に向け、ＩＣＪ判決の内容
を踏まえた調査捕鯨の安定的実施や我が国へ
の支持を広げる国際連携を促進

捕鯨対策

漁場環境保全、技術開発等

浜の活力再生プランの着実な実行を推進するため、
プランに位置づけられた共同利用施設の整備、プラン
策定地域における水産資源の管理や防災・減災対策
の取組、プランの見直しに係る活動等を支援するとと
もに、漁業への就業前の青年に対する資金、就業・定
着促進、経営知識・技術の習得等のための研修等を
支援

資源管理に取り組む漁業者に対する共済・積立ぷ
らすを活用した収入安定対策、燃油や配合飼料の価
格上昇に対するコスト対策を実施するとともに、高性
能漁船の導入による収益性向上等を支援

HACCP認定の促進等を通じて輸出環境を整備する
とともに、消費者ニーズや産地情報等の共有化、学校
給食向け加工品の開発等を支援

漁業者等が行う藻場・干潟の保全、国境水域の監
視等の地域活動を支援するとともに、離島における漁
業集落の再生活動を支援

新たな栽培対象魚種の開発促進、さけ・ますの種
苗放流手法の改良、低魚粉配合飼料による養殖技
術の確立・普及、真珠養殖業等の連携強化、商業化
に向けたシラスウナギの大量生産システムの実証、
カワウ・外来魚の被害防止対策等を支援

調査捕鯨の安定的な実施を支援するとともに、ICJ
（国際司法裁判所）判決を踏まえた調査計画に基づく
鯨類捕獲調査を円滑かつ効果的に実施するため、非
致死的調査や妨害対策への対応、我が国立場に対
する支持国拡大と関係国との連携強化に関する取組、
調査捕鯨に関する情報発信等を実施

トド等有害生物対策、赤潮・貧酸素水塊対策等を実
施するほか、沿岸漁業のスマート化及び若手漁業者
への技術支援、水産業の省コスト・省力化や安全性
向上等に資する新技術の実証等を実施

輸出拠点となる漁港の衛生管理対策や水産資源回
復対策、漁業地域の地震・津波対策、漁港施設の長
寿命化対策や漁港機能の集約化・有効活用を推進

・ 包括的な国際資源管理体制構築事業 ５億円（４億円）

・ ウナギ種苗の商業化に向けた大量生産システムの実証事業 ３億円（３億円）

○ 経営安定対策や燃油・配合飼料対策により漁業
経営を下支えしつつ、漁業の構造改革を更に推進

漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進 ・ 太平洋クロマグロ漁獲抑制対策支援事業 0.3億円［新規］

漁業者の理解を得る適切な資源管理を推進するた
め、資源評価の精度向上、国際共同資源調査等に取
り組むほか、漁場形成・海況予測に関する情報を提供

・ 国産水産物安定供給セーフティネット事業 ４億円（４億円）

・ 真珠養殖業等連携強化・成長展開事業 0.3億円［新規］

・ 鯨類資源等持続的利用国際推進事業 ３億円[新規]

・ 赤潮・貧酸素水塊対策推進事業 ２億円（２億円）

・ 水産業革新的技術導入・安全対策推進事業 0.6億円［新規］

（うち 浜の活力再生プラン推進事業 １億円［新規］）

※ 上記のほか、農山漁村地域整備交付金（水産関係分）120億円を要求



　
平成２９年度水産予算概算要求の主要項目

  浜の担い手・地域活性化対策   7,317 (　4,951　)
〔浜の活力再生プランを推進するための共同利用施設の整備、就業前の青年に
対する資金、就業・定着促進や経営知識・技術の習得等のための研修等を支
援〕

　資源管理・資源調査の強化   4,554 (  4,057  )
〔漁業者の理解を得る適切な資源管理を推進するため、資源評価の精度向上、
国際共同資源調査等に取り組むほか、漁場形成・海況予測に関する情報を提
供〕

　漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進  42,709 ( 33,403  )

〔共済・積立ぷらすを活用した収入安定対策、燃油や配合飼料の価格上昇に対
するコスト対策を実施、高性能漁船の導入による収益性向上等を支援〕

　水産物の加工・流通・輸出対策   1,565 (　1,473　)

〔ＨＡＣＣＰ認定の促進等を通じた輸出環境を整備するとともに、消費者ニー
ズや産地情報等の共有化、学校給食向け加工品の開発等を支援〕

　水産多面的機能の発揮対策と離島漁業の再生支援   4,306 (　4,006　)

〔漁業者等が行う藻場・干潟の保全、国境水域の監視等の地域活動を支援する
とともに、離島における漁業集落の再生活動を支援〕

　増養殖対策   1,563 (  1,370  )
〔新たな栽培対象種の開発促進、さけ・ます種苗放流手法の改良、真珠養殖業
等の連携強化、商業化に向けたウナギ種苗の大量生産システムの実証等を支
援〕

　捕鯨対策   5,062 (　5,064　)

〔調査捕鯨の安定的実施を図るための取組を支援、ＩＣＪ判決を踏まえた非致
死的調査や妨害対策への対応、調査捕鯨に関する情報発信等〕

　外国漁船操業対策等  13,478 ( 13,300　)

〔我が国周辺海域における外国漁船の違法操業に適切に対応するため、漁業取
締体制等を維持強化〕

　漁場環境保全・技術開発・普及推進   1,532 (  1,407　)

〔トド等有害生物対策、赤潮・貧酸素水塊対策、水産業の省コスト・省力化や
安全性向上等に資する新技術の実証、水産業改良普及事業等の実施〕

　水産基盤整備事業【公共】  83,982 ( 69,985　)

〔輸出拠点となる漁港の衛生管理対策や水産資源回復対策、漁業地域の地震・
津波対策、漁港施設の長寿命化対策や漁港機能の集約化・有効活用を推進〕

　 漁港海岸事業【公共】     845 (　  704  )

〔漁業地域における海岸保全施設の整備〕

　漁港関係等災害復旧事業【公共】   1,113 (　1,113　)

〔地震や津波等の被害を受けた漁港、海岸等の災害復旧〕

※　参考として、P29から、東日本大震災復旧・復興関係を掲載
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浜の担い手・地域活性化対策
【７，３１７（４，９５１）百万円】

対策のポイント
・漁業所得の向上を目指す「浜の活力再生プラン」の着実な実行を支援する
ため、自らプランの見直しを行う活動や、浜プランに基づく共同利用施設の
整備、水産資源の維持管理、漁港漁場の機能高度化等の取組を支援します。
・人材の育成・確保等により、持続的な漁業生産構造の確保や漁業活動を担
う経営体の育成を行います。

＜背景／課題＞
・水産業や漁村地域の再生を図るため、漁業者自らが漁業収入の向上とコスト削減の
ために具体的な対策に取り組む「浜の活力再生プラン」を実行しているところです。

・「浜の活力再生プラン」における目標の達成を支援するため、必要に応じたプラン
の見直し、プランに位置づけられた共同利用施設の整備やプラン策定地域における
水産資源の管理・維持増大、漁港漁場の機能高度化や防災・減災対策等の取組を支
援する必要があります。

・また、水産物の安定供給の確保と水産業・漁村の発展のためには、漁業の将来を担
う人材の確保・育成や女性が中心となって取り組む活動の推進等が急務となってい
ます。

政策目標
○浜の活力再生プランを策定した漁村地域の漁業所得を５年後に10％以上向上
○毎年度2,000人の新規漁業就業者を確保

＜主な内容＞
１．浜の活力再生交付金 ６，０００（４，１００）百万円
（１）浜の活力再生プラン推進事業［新規］ １００（－）百万円

漁業所得の向上による浜の活性化を目指す「浜の活力再生プラン」の着実な実行
を支援するため、プランの見直しに関する活動に対して支援します。

交付率：定額
事業実施主体：地域水産業再生委員会

（２）水産業強化支援事業 ５，９００（４，１００）百万円
「浜の活力再生プラン」を上位計画として位置づけ、プランに位置づけられた共

同利用施設の整備、プラン策定地域における水産資源の管理・維持増大、漁港漁場
の機能高度化や防災・減災対策に必要な整備等を支援します。

交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内等）
事業実施主体：都道府県、市町村、水産業協同組合等

２．新規漁業就業者総合支援事業 １，０７８（５７７）百万円
新規漁業就業者を確保するため、希望者が経験ゼロからでも円滑に漁業へ就業

できるよう、漁業学校等で学ぶ若者に対する資金、就業相談会等の開催、漁業現
場での長期研修、漁業活動に必要な経営管理の知識や技術の習得等を支援します。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体

［平成29年度予算概算要求の概要］
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［平成29年度予算概算要求の概要］

３．漁村女性地域実践活動促進事業 ２３（２３）百万円
漁業や水産業を基幹産業とする地域の活性化を進めるため、漁村女性が中心と

なって取り組む特産品の加工開発等の意欲的な実践活動を支援するとともに、実
践活動に必要な知識・技術習得のための研修会や優良事例の横展開を図るための
成果発表会の開催等を支援します。

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：民間団体等

４．安全な漁業労働環境確保事業 １６（１６）百万円
漁船の安全操業等について知識を有する「安全推進員」を養成するとともに、

遊漁船業者等への安全講習会の実施及び指導員による安全指導の実施等の取組を
支援します。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体

お問い合わせ先:
１の（１）の事業 水産庁防災漁村課（０３－６７４４－２３９２）
１の（２）の事業 水産庁防災漁村課（０３－６７４４－２３９１）
２、４の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４０）
３の事業 水産庁研究指導課（０３－６７４４－２３７４）
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力
再
生
プ
ラ
ン
推
進
事
業

浜
プ
ラ
ン
の
着
実
な
実
行
を
支
援
す
る
た
め
、
プ
ラ
ン
の
見
直
し
に
関
す
る
活
動
に
対
し
て
支
援

水
産
業
強
化
支
援
事
業

浜
プ
ラ
ン
を
上
位
計
画
と
し
て
位
置
づ
け
、
浜
プ
ラ
ン
の
取
組
に
位
置
づ
け
ら
れ
た
共
同
利
用
施
設
の
整
備
、
浜
プ
ラ
ン
策
定
地
域
に
お
け
る
水
産
資
源
の
管
理
・
維
持

増
大
、
漁
港
漁
場
の
機
能
高
度
化
や
防
災
・
減
災
対
策
に
必
要
な
整
備
等
を
支
援

＜
ハ
ー
ド
事
業
＞

・
漁
業
収
益
力
や
水
産
物
流
機
能
の
強
化
の
た
め
の
共
同
利
用
施
設
等
の
整
備
を
支
援

・
種
苗
放
流
、
環
境
整
備
等
水
産
資
源
の
増
大
の
た
め
の
施
設
の
整
備
を
支
援

・
漁
港
漁
場
の
機
能
高
度
化
、
漁
業
地
域
の
防
災
・
減
災
等
に
必
要
な
整
備
を
支
援

＜
ソ
フ
ト
事
業
＞

・
漁
場
の
利
用
調
整
、
密
漁
防
止
対
策
、
境
界
水
域
に

お
け
る
操
業
の
管
理
徹
底
等
を
支
援

・
内
水
面
の
調
査
指
導
、
生
産
履
歴
の
記
録
等
の
取
組

を
支
援

・
災
害
の
未
然
防
止
、
被
害
の
拡
大
防
止
、
ハ
ザ
ー
ド

マ
ッ
プ
作
成
等
を
支
援

津
波
避
難
タ
ワ
ー

種
苗
生
産
施
設

荷
さ
ば
き
施
設

浜
の
活
力
再
生
交
付
金

鮮
度
保
持
施
設
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資源管理・資源調査の強化
【４，５５４（４，０５７）百万円】

対策のポイント
・資源評価の精度向上を図るため、資源調査・研究を充実します。
・個別割当（ＩＱ）方式等の実証試験調査を実施するとともに、資源管理計
画の評価・検証の結果を踏まえて、より高度かつ効果的な自主的資源管理
措置の導入に向けた取組を支援します。

＜背景／課題＞
・国民に対する水産物の安定供給の確保や水産業の健全な発展の基盤となる水産資源の
適切な管理のためには、漁獲可能量（ＴＡＣ）制度等の公的管理と資源管理計画に基
づく漁業者の自主的管理を高度化するとともに、特に資源が低位又は減少傾向の魚種
をより効果的に管理し、資源の維持・回復を実現することが必要です。

・このため、適切な資源管理に不可欠な資源評価の精度向上、資源管理の強化を図る必
要があります。

政策目標
○資源量を把握している系群の漁獲量比率の維持・増大（過去直近３か年の
最大値より増又は同数）
○我が国が関わりのある国際機関による管理対象魚種の維持・増大（対前年
度増又は同数）
○資源量を把握している21魚種・36系群の資源量について、過去直近５年間
の平均値を毎年上回ること
○国際機関による管理対象魚種及び協定数の維持・増大（対前年増又は同数）
○我が国周辺水域における重要魚種の資源評価結果を各種資源管理施策等へ
反映（平成28年度は50魚種・84系群）

＜主な内容＞
１．我が国周辺水産資源調査・評価推進事業

１，６８４（１，５８１）百万円
我が国周辺水域の主要魚種（ＴＡＣ対象魚種等）について、海洋環境の変化を踏

まえ、資源調査・評価を強化するとともに、より的確な漁場形成・漁況予測を行い
ます。また、資源評価の精度向上を図るための資源変動要因解析及び情報収集の取
組を支援します。

委託費、補助率：定額、１／２以内
委託先、事業実施主体：民間団体等

２．国際水産資源調査・評価推進事業
１，５３１（１，２１３）百万円

かつお・まぐろ類、さけ類、サンマ等の主要な国際漁業資源について、二国間交
渉や国際会議に的確に対応するための資源調査、評価等を実施します。国際共同調
査として新たな調査船調査等を実施します。技術革新の進む機器や手法の導入によ
り評価精度向上を図ります。

委託費、補助率：定額
委託先、事業実施主体：民間団体等

［平成29年度予算概算要求の概要］
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［平成29年度予算概算要求の概要］

３．資源評価精度向上のための次世代型計量魚群探知機の開発事業
３３（３６）百万円

効率的かつ高精度の資源評価手法を確立するため、低周波かつ広帯域の音波を用
いて、魚群量だけでなく、魚種や魚体長も把握できる次世代型計量魚群探知機を開
発します。

委託費
委託先：民間団体等

４．広域資源管理強化推進事業 １３２（１４７）百万円
漁獲可能量（ＴＡＣ）制度の的確な運用や個別割当（ＩＱ）方式等への対応を図

るため、漁獲情報をリアルタイムで収集・分析を行うためのシステム整備や、我が
国排他的経済水域で操業する外国漁船に係る漁獲情報の管理の強化等を実施します。

委託費
委託先：民間団体等

５．包括的な国際資源管理体制構築事業 ５０７（４０２）百万円
国際的に厳しく資源管理されているかつお・まぐろ類、サンマ等について、漁獲

報告の電子化等による我が国漁船の漁獲管理、科学データ収集のための体制強化、
まぐろ類に加えて新たにカツオの輸入に対する監視・情報収集・分析体制の整備等
による輸入水産物の適正化等を包括的に実施します。

委託費
委託先：民間団体等

６．資源管理高度化推進事業 ４５６（４０５）百万円
マサバ太平洋系群を対象に行う個別割当(ＩＱ)方式による資源管理手法の効果実

証、漁業者等が行う資源管理計画の評価・検証及び高度化、広域・重要資源に係る計
画作成の指導及び改良漁具の導入に係る実証調査の取組を支援します。

資源管理指針等高度化推進事業 ５０ （５５）百万円
資源管理体制高度化推進事業 ４０６（３５０）百万円

補助率：定額
事業実施主体：民間団体等、都道府県資源管理協議会

７．太平洋クロマグロ漁獲抑制対策支援事業［新規］ ３０（－）百万円
国際的に合意されたクロマグロの資源管理措置を遵守するため、特定の魚種を選

択的に漁獲することが難しい定置網漁業の混獲回避のための漁具改良等を支援しま
す。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

８．その他資源管理推進のための事業 １８１（１８３）百万円
資源管理等の観点から漁業調整委員会等が漁業関係法令に規定する、漁業に関す
る事項を処理するために必要な委員に要する経費等の基礎的経費として漁業調整委
員会等交付金を交付します。

補助率：定額

事業実施主体：都道府県

お問い合わせ先：
１、２の事業 水産庁漁場資源課 （０３－３５０２－８４８６）
３の事業 水産庁研究指導課 （０３－３５９１－７４１０）
４、６の事業 水産庁管理課 （０３－３５０２－８４３７）
５、７、８の事業 水産庁漁業調整課 （０３－６７４４－２３９３）
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【
平

成
2
9
年

度
予

算
概

算
要
求
額
：４

，
５
５
４
百
万
円
（
４
，
０
５
７
百
万
円
）】

資
源
管
理
・資

源
調
査
の
強
化

〇
水

産
日
本

の
復
活
の
た
め
に
は
、
充
実
し

た
資

源
調

査
を
基
礎

と
し

て
適

切
な
資
源

管
理

に
継
続
的
に
取
り
組
む
こ
と
が
不
可
欠
。

〇
ま

た
、
我

が
国
周
辺
に
お
け
る
外
国
漁
船

の
急

増
へ

の
対
応
、

ク
ロ

マ
グ

ロ
資
源
管

理
に

関
す
る
国
際
合
意
の
遵
守
及
び
国
際
共
同
資
源

調
査

の
実
施

な
ど
、
国
際
的
な
資
源
管
理
に

主
体

的
に

取
り
組
む

必
要
。

〇
こ

の
た
め
、

資
源
調
査
体
制
の
強
化
、
ク
ロ

マ
グ
ロ

の
混
獲

回
避
に

関
す
る

取
組
の

支
援
、

広
域
・
重
要
資
源
に
係
る
資
源
管
理
計
画
の

作
成

に
対
す

る
支
援
な
ど
を
実
施

。

我
が

国
周

辺
水

産
資

源
調
査
・
評
価
推
進
事
業

（拡
充
）

【
1,

68
4（

1,
58

1)
百

万
円

】
・
海

洋
環
境

の
変

化
に
つ
い
て
効
率
的
な
観
測

の
実
施

及
び

こ
れ

が
水

産
資

源
に
与
え
る
影
響
の
調
査
を
充

実
・
沿

岸
域
の

資
源

・
海
洋
情
報
収
集
の
強
化

国
際

水
産
資

源
調

査
・
評
価
推
進
事
業
（拡

充
）

【
1,

53
1（

1,
21

3)
百

万
円

】
・
評

価
精
度

向
上

が
急

務
の
サ
ン
マ
、
ク
ロ
マ
グ
ロ
に
つ
い
て

国
際

共
同

調
査

を
新
規
実
施
、
デ
ー
タ
整
備
・解

析
を
強

化
・
漁

況
不
振

の
カ
ツ
オ
、
さ
け
・ま

す
類
の
デ
ー
タ
充

実
化

資
源

管
理

高
度

化
推

進
事
業
（
拡
充
）【

45
6（

40
5)
百
万
円
】

・
マ
サ

バ
太

平
洋

系
群
の

個
別
割
当
（Ｉ
Ｑ
）方

式
の
効
果
実
証

・
資

源
管

理
計

画
の

高
度
化
に
向
け
た
評
価
・検

証
等

・
広

域
資

源
・
重

要
資
源

に
係
る
計
画
作
成
の
指
導
及
び
改
良
漁
具
の

導
入

に
係

る
実

証
調

査
等

太
平

洋
ク
ロ
マ
グ
ロ
漁

獲
抑
制
対
策
支
援
事
業
（新

規
）【

30
（

-）
百
万
円
】

・
特

定
の

魚
種

を
選

択
的
に
漁
獲
す
る
こ
と
が
難
し
い
定
置
網
漁
業
に

お
け
る
混

獲
回

避
の

た
め
の
漁
具
改
良
等
を
支
援

広
域

資
源

管
理

強
化

推
進
事
業
（継

続
）【

13
2 
（

14
7）

百
万
円
】

・
漁

獲
可

能
量

（
Ｔ
Ａ
Ｃ
）制

度
の
的
確
な
運
用
等

・
個

別
割

当
（
ＩＱ

）
方
式

、
Ｔ
Ａ
Ｃ
魚
種
追
加
に
対
応
し
た
漁
獲
情
報

シ
ス
テ
ム
の

改
修

等

資
源

調
査

の
強

化
資

源
管

理
の

強
化

包
括

的
な
国

際
資

源
管
理
体
制
構
築
事
業
（
拡
充
）【

50
7（

40
2)
百
万
円
】

・
か

つ
お
・
ま
ぐ
ろ
類

、
サ

ン
マ
等
に
つ
い
て
、
科
学
デ
ー
タ
収
集
体
制
を

強
化

・
ま
ぐ
ろ
類

に
加

え
て
新

た
に
カ
ツ
オ
の
輸
入
の
適
正
管
理
等
を
強
化

・
主
要
水
産
物
の

安
定

供
給

の
確

保
・
水
産
資
源
の
安

定
的

か
つ
持

続
的

な
利
用

資
源

評
価
精

度
向

上
の
た
め
の
次
世
代
型
計

量
魚
群

探
知

機
の

開
発
事

業
（
継

続
）

【
33

（
36

）
百

万
円

】
・
低

周
波
か

つ
広

帯
域
の
音
波
を
用
い
て
、
魚
群
量

だ
け
で

な
く
、
魚
種

や
魚

体
長

も
把
握
で
き
る
次
世
代
型

計
量
魚

群
探

知
機

を
開

発
。
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漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進
【４２，７０９（３３，４０３）百万円】

対策のポイント
・計画的に資源管理等に取り組む漁業者に漁業収入安定対策を実施するとと
もに、燃油・養殖用配合飼料価格の上昇に備えるセーフティーネット事業
を組み合わせ、適切な資源管理と総合的な漁業経営の安定を図ります。
・高性能漁船の導入等による収益性向上を実証する取組を支援します。
・設備投資の促進を図るため、融資の金利負担を軽減（実質無利子化）する
とともに、保証人を不要とし担保は漁業関係資産に限る融資を支援します。
・県一漁協等への合併等を促進することにより、漁協経営の効率化・基盤強
化を推進します。

＜背景／課題＞
・国民への水産物の安定供給を確保するためには、適切な資源管理等と漁業経営の安定
をともに実現していくことが必要です。

・燃油や養殖用配合飼料価格が上昇した場合に、その影響を緩和するための備えとして
セーフティーネット対策の整備が必要です。

・漁業の競争力強化を図るため、収益性の高い操業・生産体制への転換が必要です。
・漁業経営を金融面から支援し、漁業者が融資を利用しやすくするため、実質無利子化
や実質無担保・無保証人による融資を促進する必要があります。

・また、水産業の競争力強化を図るため、県一漁協等への合併等を促進することにより、
漁協経営の効率化・基盤強化を推進する必要があります。

政策目標
○漁業経営安定対策のもとで資源管理等に取り組む漁業者による漁業生産の
割合90％（平成34年度）
○漁業者の資金融通の円滑化
○県一漁協等組織再編実施県域数
（11県域（平成28年度）→16県域（平成32年度））

＜主な内容＞

１．漁業収入安定対策事業等 ２８，９３２（２９，０７５）百万円
漁業共済・積立ぷらすを活用し、漁業者・養殖業者による資源管理や漁場改善の

取組に対する補助として、収入額が減少した場合の減収補塡を行うとともに、漁業
災害補償法に基づき、災害等による損害を補塡する漁業共済の加入漁業者に対して
漁業共済の掛金に対する補助をします。

補助率：定額
事業実施主体：全国漁業共済組合連合会

食料安定供給特別会計へ繰入（漁業共済保険勘定繰入分）
事業実施主体：国（食料安定供給特別会計）

２．漁業経営セーフティーネット構築事業 ７，６７０（２，４５０）百万円
漁業者と国の拠出により、燃油価格や配合飼料価格が上昇したときに補塡金を交

付します。（燃油については、国の負担割合を段階的に高めて補塡を行うほか、価格
急騰時に別途補塡を行います。）

補助率：定額
事業実施主体：（一社）漁業経営安定化推進協会

［平成29年度予算概算要求の概要］
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３．漁業構造改革総合対策事業 ４，６００（３００）百万円
漁業者の新しい操業・生産体制への転換を促進するため、高性能漁船の導入等に

よる収益性向上を実証する取組等を支援します。
補助率：定額、用船料相当額の１／２、１／３以内等

事業実施主体：特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構

４．漁協経営基盤強化促進事業［新規］ ２６３（－）百万円
漁協系統が取り組む合併等を促進するため、外部専門家を活用し合併計画等の策

定を支援するとともに、合併等漁協の事業改善計画の実行に必要な借入金に係る負
担を軽減します。

融資枠：10(－)億円
補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

５．漁業経営基盤強化金融支援事業 １６０（８０）百万円
認定漁業者や被災漁業者が漁船の建造や養殖施設の取得等のために漁業近代化資

金、日本政策金融公庫資金等を借り入れる際に利子助成（最大２％）を行うことに
より、これらの資金の実質無利子化を図ります。

融資枠：121(106)億円
補助率：定額

事業実施主体：民間団体

６．漁業者保証円滑化対策事業 ３８６（３６８）百万円
積極的な設備投資の促進を図るため、保証人を不要とし、担保は漁業関係資産に

限る融資を支援するとともに、保証業務を安定的かつ持続的に実施し得る体制を整
備するため、漁業信用基金協会の広域合併の取組を支援します。

保証枠：246(226)億円
補助率：定額、１／２、２／５

事業実施主体：漁業信用基金協会、（独）農林漁業信用基金、（一社）漁業信用基金中央会

７．漁業経営改善支援資金融資推進事業 １７０（１７０）百万円
認定漁業者に対する漁業経営改善支援資金について、保証人を不要とし、担保は

融資対象（漁船等）のみとする借入れが可能となるよう支援します。
融資枠：70(70)億円

出資
出資先：(株)日本政策金融公庫

８．その他の漁業経営安定対策 ５２８（６６０）百万円
認定漁業者に対する低利の短期運転資金の借入等の金融支援や独立行政法人農林

漁業信用基金が行う漁業保証保険について漁業者等の負担を低減させるための交付
金を交付します。

お問い合わせ先：
１の事業 水産庁漁業保険管理官（０３－６７４４－２３５５）
２の事業 水産庁栽培養殖課 （０３－６７４４－２３８３）
３の事業 水産庁研究指導課 （０３－６７４４－０２０５）
４から８の事業 水産庁水産経営課 （０３－６７４４－２３４５）
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【
平

成
２
９
年

度
予
算
概
算
要
求
額

漁
業
収
入
安
定
対

策
事

業
：
２
０
，
１
０
３
（
２
０
，
３
０
３
）
百

万
円

漁
業
経
営
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
構

築
事

業
：
７
，
６
７
０
（
２
，
４
５
０
）
百

万
円
】

漁
業

経
営

安
定

対
策

○
国

民
へ

の
水
産
物
の
安
定
供
給

を
図
る

た
め

、
計

画
的
に
資

源
管

理
等

に
取
り
組
む
漁
業
者
を
対
象
に

漁
業
共
済
・
積
立

ぷ
ら

す
を
活
用
し
た
漁
業
収
入
安

定
対
策
を

講
じ

、
コ

ス
ト
対
策

を
組

み
合

わ
せ
て
、
総
合
的
な
経
営
安
定
対
策
を
構
築
。

○
漁

業
共

済
の
対
象
と
な
っ
て
い

る
漁
業

種
類

（
沿

岸
・
沖
合

・
遠

洋
漁

業
・
養
殖
業
）
を
対
象
。

ポ
イ

ン
ト

漁
業

収
入

安
定

対
策

資
源
管
理
等
へ
の
取
組

コ
ス
ト

対
策

燃
油
や
配
合
飼
料
価
格

の
上
昇
に
対
す
る
取
組


漁
業
者
と
国
が
資
金
を
積
立


原
油
価
格
・
配
合
飼
料
価
格
が
、

「
７
中
５
平
均
値

×
10

0%
」
を
超
え
た
場
合
、
超
え
た
分
を
補
塡


原
油
価
格
が
、
上
記
発
動
ラ
イ
ン
を
超
え
た
場
合
、
国

の
負
担
割
合
を
段
階
的
に
高
め
て
補
塡


原
油
価
格
が
急
騰
し
た
場
合
に
別
途
補
塡

コ
ス
ト
対

策
の

実
施

積
立

ぷ
ら

す
（

国
と

漁
業

者
の

積
立

て
方

式
）

の
発

動
ラ

イ
ン

（
原

則
９

割
）

漁
業
共
済

（
掛
け
捨
て
方
式
）

の
発
動
ラ
イ
ン

（
原
則
８
割
）

収
入

変
動 10

0

基
準

収
入

(注
)

(注
)
基
準
収
入
：
個
々
の
漁
業
者
の
直

近
５
年
の
収
入
の
う
ち
、
最
大
値
と
最

小
値
を
除
い
た
中
庸
３
カ
年
（
５
中
３
）

の
平
均
値


国
・
都
道
府
県
が
作
成
す
る
「
資
源

管
理
指
針
」
に
基
づ
き
、
漁
業
者
（
団

体
）
が
休
漁
、
漁
獲
量
制
限
、
漁
具
制

限
等
の
自
ら
取
り
組
む
資
源
管
理
措

置
に
つ
い
て
記
載
し
た
資
源
管
理
計

画
を
作
成
し
、
こ
れ
を
確
実
に
実
施
。


養
殖
の
場
合
、
漁
場
改
善
の
観
点

か
ら
、
持
続
的
養
殖
生
産
確
保

法
に

基
づ
き
、
漁
業
協
同
組
合
等
が
作
成

す
る
漁
場
改
善
計
画
に
お
い
て
定
め

る
適
正
養
殖
可
能
数
量
を
遵
守
。

漁
業

収
入

安
定

対
策

事
業

の
実

施

【
漁

業
経
営

セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
構

築
事
業

】
0.

0

90
.0

価
格
上
昇

の
影
響
を

緩
和

価 格

＝
補
塡
分


基
準
収
入
（
注
）
か
ら
一
定
以
上
の

減
収
が
生
じ
た
場
合
、
「
漁
業
共
済

」
（
原
則

8割
ま
で
）
、

「
積
立
ぷ
ら
す
」

（
原
則

9割
ま
で
）
に
よ
り
減
収
を
補

塡


漁
業
共
済
の
掛
金
の
一
部
を
補
助

漁
業
共
済
・
積
立
ぷ
ら
す
を
活
用
し

て
、
資
源
管
理
等
の
取
組
に
対
す
る
支

援
を
実
施
。

※
補

助
額

は
、
積

立
ぷ

ら
す
の

積
立
金

（
漁

業
者

１
：
国

３
）
の

国
庫

負
担
分

、
共

済
掛

金
の

30
％

（
平

均
）
に
相

当

※
こ
の
ほ
か
、
水
産
業
の
省
エ
ネ
・低

コ
ス
ト
新
技
術
導
入
加
速
化
事
業
に
よ
り
、
漁
船
漁
業
や
養
殖
業
等
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
低
コ
ス
ト
化
に
資
す
る

新
技
術
の
実
証
を
支
援
。
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水産物の加工・流通・輸出対策
【１，５６５（１，４７３）百万円】

対策のポイント
・水産物の輸出拡大目標を達成するため、ＨＡＣＣＰ認定の促進、輸出証明書
の申請手続の電子化等を通じて輸出環境の整備を推進します。
・国産水産物の消費拡大に向け、消費者ニーズや産地情報の共有化、学校給食
向け加工品の開発等を支援します。

＜背景／課題＞
・水産物輸出額を3,500億円に拡大する目標を達成するため、ＨＡＣＣＰ対応等を通じて
輸出環境の整備を進めていくことが必要です。

・国内における水産物の消費量が急減する中、国産水産物の消費拡大に向け、消費者や学
校給食のニーズに応じた水産加工流通の取組を促進することが必要です。

政策目標
○水産物輸出額の拡大
（1,700億円（平成24年）→3,500億円（平成31年（平成32年から１年前倒し）））
○魚介類（食用）の消費量
（27.3kg/人年（平成26年度）→29.5kg/人年（平成34年度））

＜主な内容＞
１．水産物輸出倍増環境整備対策事業 ２０５（２４４）百万円

ＨＡＣＣＰ認定を促進するため、研修会の開催や専門家による現地指導への支援、
海域等モニタリングへの支援や水産庁による対ＥＵ・ＨＡＣＣＰ認定体制の充実を図
るとともに、輸出水産物についての履歴情報システムの構築（トレーサビリティの導
入）に必要なマニュアル作成等を実施します。

委託費、補助率：定額、１／２以内
委託先、事業実施主体：民間団体

２．輸出証明書発行電子化事業［新規］ １７（－）百万円
水産物の輸出に必要な証明書発行手続の迅速化等を図るため、輸出証明書の申請手続

を電子化します。
事務費

事業実施主体：国

３．国産水産物流通促進事業 ８２１（７５２）百万円
水産物流通の目詰まり解消を図り、国産水産物の消費拡大につなげるため、水産物
の消費者ニーズや産地情報等の共有化、流通過程の各段階への個別指導、新商品開発
や学校給食での利用促進に必要な機器等の導入等を支援します。

補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：民間団体

４．国産水産物安定供給セーフティネット事業 ４３６（３９８）百万円
（１）漁業経営等安定水産物供給平準化事業 ３５０（３０２）百万円

水揚げ集中時に漁業者団体等が水産物を買い取り、漁期外に放出して供給の平準
化を図る場合において、国産水産物の保管経費等の助成を行います。

（２）水産加工業経営改善支援事業 ８６（９６）百万円
国産原料を使用する水産加工業者が気候変動による水揚げ時期のズレ等に対応す

るため、遠隔地から原料調達する場合の経費等を支援します。
補助率：定額、１／２以内
事業実施主体：民間団体

［平成29年度予算概算要求の概要］
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５．水産物流通情報発信・分析事業 ８６（７９）百万円
全国の主要漁港における主要品目の水揚量、卸売価格等の動向に関する情報等の収

集・発信を行うとともに、水産加工流通に関する実態調査を実施します。
委託費

委託先：民間団体

（関連対策）

輸出に取り組む事業者向け対策事業 ８４２（８４２）百万円の内数
「農林水産業の輸出力強化戦略」に沿って、水産物の輸出団体によるジャパン・ブラン
ドを掲げた輸出促進の取組等を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：
水産庁加工流通課 （０３－３５０２－８４２７）
関連対策 食料産業局輸出促進課 （０３－６７４４－７０４５）

［平成29年度予算概算要求の概要］
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目
標
２

:
国
産
水
産
物
の
消
費
拡
大

(平
成

34
年
ま
で
に

29
.5

kg
/人

)

水
産
物
の
加
工
・
流
通
・
輸
出
対
策

【
平
成

29
年
度
予
算
概
算
要
求
額
：
１
，
５
６
５
（
１
，
４
７
３
）
百
万
円
】

水
産
物
輸
出
額
を
平
成

31
年

(平
成

32
年
か
ら
１
年
前
倒
し

)ま
で
に

3,
50

0億
円
に
拡
大
す
る
目
標
を
達
成
す
る
た
め
、

Ｈ
Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
認
定
の
促
進
、
輸
出
証
明
書
の
申
請
手
続
の
電
子
化
等
を
通
じ
て
輸
出
環
境
の
整
備
を
推
進
。

国
産
水
産
物
の
消
費
拡
大
に
向
け
、
消
費
者
ニ
ー
ズ
や
産
地
情
報
の
共
有
化
、
学
校
給
食
向
け
加
工
品
の
開
発

等
を
支
援
。

水
産
物
の
安
定
的
供
給
と
水
産
業
の
持
続
的
発
展

H
AC

CP
対
応
等
を
通
じ
、
輸
出
環
境
を
整
備
。


H

AC
CP
取
得
に
必
要
な
研
修
会
の
開
催
や
専
門
家
に
よ
る
現
地

指
導
へ
の
支
援


二
枚
貝
輸
出
に
必
要
な
海
域
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
支
援


水
産
庁
に
よ
る
対

EU
・

H
AC

CP
認
定
体
制
の
充
実


履
歴
情
報
シ
ス
テ
ム
構
築
（
ト
レ
ー
サ
ビ
リ
テ
ィ
導
入
）
に

必
要
な
マ
ニ
ュ
ア
ル
作
成

水
揚
げ
の
集
中
、
変
動
等
の

リ
ス
ク
へ
の
対
応
を
図
る
。


水
揚
げ
集
中
時
の
保
管
等
に

よ
る
水
産
物
供
給
の
平
準
化

を
支
援


気
候
変
動
に
よ
る
水
揚
げ
時

期
の
ズ
レ
等
が
生
じ
た
時
の

加
工
原
料
確
保
を
支
援

水
産
物
輸
出
倍
増
環
境
整
備
対
策
事
業

２
０
５
（
２
４
４
）
百
万
円

輸
出
に
取
り
組
む

事
業
者
向
け
対
策
事
業

８
４
２
（
８
４
２
）
百
万
円
の
内
数

国
産
水
産
物
安
定
供
給

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
事
業

４
３
６
（
３
９
８
）
百
万
円

国
産
水
産
物
流
通
促
進
事
業

８
２
１
（
７
５
２
）
百
万
円

水
産
物
の
輸
出
団
体
に
よ
る

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
等
の
活
動
を

支
援
。


主
要
品
目
の
水
揚
げ
量
・
卸
売
価
格
な
ど
、

不
可
欠
な
デ
ー
タ
を
収
集
・
発
信


水
産
加
工
流
通
に
関
す
る
実
態
調
査

水
産
物
流
通
情
報
発
信
・
分
析
事
業

８
６
（
７
９
）
百
万
円

輸
出
証
明
書
発
行
電
子
化
事
業

１
７
（
ー
）
百
万
円

N
AC

CS
(※
)の
利
用
に

よ
り
申
請
手
続
を
電
子
化
。

※
輸
出
入
・
港
湾
関
連
情
報
処
理
シ
ス
テ
ム

目
標
１

:
輸
出
拡
大

(平
成

31
年

(平
成

32
年
か
ら
１
年
前
倒
し

)ま
で
に

3,
50

0億
円

)

水
産
加
工
流
通
の
先
進
的
取

組
等
を
支
援
。


消
費
者
ニ
ー
ズ
や
産
地
情
報

等
の
共
有
化
、
加
工
・
流
通

の
プ
ロ
に
よ
る
指
導
等
の
ソ

フ
ト
的
な
支
援


新
商
品
開
発
や
学
校
給
食
で

の
利
用
促
進
に
必
要
な
機
器

等
の
導
入
支
援
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水産多面的機能の発揮対策と離島漁業の再生支援
【４，３０６（４，００６）百万円】

対策のポイント
漁業者等が行う水産業・漁村の多面的機能を発揮するための活動を支援する
とともに、新規漁業就業者に重点を置いた離島の漁業再生活動を支援します。

＜背景／課題＞
・漁村は、水産業の不振や生活・生産環境の立ち遅れなどから、就業機会の減少、人口
の流出・減少、著しい高齢化といった問題が顕在化し、水産業・漁村の持つ多面的な
機能の発揮に支障が生じています。

・漁業が基幹産業である離島においては、漁場の生産力の向上を図りつつ、地域の創意
工夫により各島の特性を最大限に活用していくことが必要となっています。

・特定有人国境離島の地域社会の維持を図るため、一次産業を中心とした雇用機会の確
保、安定的な漁業経営の確保等の施策を講じることが求められています。

政策目標
○漁業者等が行う水産業・漁村の多面的機能の発揮に資する地域の活動によ
り、環境・生態系の維持・回復（対象水域での生物量を５年間で20%増加）
や安心して活動できる海域の維持（海のパトロール活動による環境異変や救
助等への早期対応件数の増加割合を５年間で20%増加）
○離島の漁業集落が漁業再生のために行う取組等により、離島漁業者の漁業
所得を維持

＜主な内容＞
１．水産多面的機能発揮対策 ２，８００（２，８００）百万円

漁業者等が行う水産業・漁村の持つ多面的機能の発揮に資する藻場・干潟等の保
全や海難救助など地域の取組を支援します。

委託費、交付率：定額（１／２相当等）
委託先、事業実施主体：民間団体

２．離島漁業再生支援交付金 １，５０６（１，２０６）百万円
・離島振興法の指定地域と沖縄・奄美・小笠原の各特別措置法の対象地域のうち、
本土と架橋で結ばれていないなど、一定以上の不利性を有する離島を対象として、
漁場の生産力の向上など漁業の再生に共同で取り組む漁業集落に交付金を交付し
ます。

・また、初期投資負担を軽減し、新規漁業就業者の定着を図るため、離島の新規漁
業就業者に対する漁船・漁具等のリースの取組を支援します。

・特定有人国境離島地域の漁業集落が、水産資源の増殖及び新規就業者の確保・定
着等に取り組む場合、交付金を一定額加算します。

交付率：定額
事業実施主体：地方公共団体

（特定有人国境離島関連対策）

特定有人国境離島の雇用機会の拡充等に資するため、以下の対策を実施します。

１．新規漁業就業者総合支援事業
新規漁業就業者を確保するため、漁業への円滑な就業に向け、就業相談会の開催、

漁業現場での長期研修、漁業活動に必要な知識や技術の習得等を支援します。

［平成29年度予算概算要求の概要］
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［平成29年度予算概算要求の概要］

２．農業次世代人材投資事業（旧青年就農給付金事業）
次世代を担う農業者を目指す者に対し、就農前の研修期間（２年以内）の生活安

定と就農直後（５年以内）の経営確立に資する資金を交付します。

３．農の雇用事業
青年の農業法人への雇用就農を促進するため、法人が新規就業者に対して実施す

る実践研修等を支援するとともに、雇用した新規就業者の新たな法人設立・独立に
向けた研修を支援します。

４．６次産業化ネットワーク活動交付金
農林漁業者等と食品製造・流通業者等の多様な事業者がネットワークを構築して

行う新商品開発や販路開拓、加工・販売施設の整備等の取組を支援します。

５．森林・山村多面的機能発揮対策
森林・山村の多面的機能の発揮を図るため、地域における活動組織が実施する森

林の保全管理や森林資源の利用等の取組を市町村等と連携して支援します。

お問い合わせ先:
１の事業 水産庁計画課 （０３－３５０１－３０８２）
２の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９２）
国境離島関連対策：
１の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４０）
２の事業 経営局就農・女性課 （０３－３５０２－６４６９）
３の事業 経営局就農・女性課 （０３－６７４４－２１６２）
４の事業 食料産業局産業連携課 （０３－６７３８－６４７３）
５の事業 林野庁森林利用課 （０３－３５０２－００４８）
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①
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水
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全
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潟
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等
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進
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図
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漁
村
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①
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②
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潟
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潟
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【
事
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域
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者
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識
経
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•
活
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導
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交
付
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理
等
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動
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•
漁
業
者
、
地
域
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民
、
学
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、
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•
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項
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付
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付
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系
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て
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保
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業
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等
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産
業
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の
多
面
的
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能
の
発
揮
に
資
す
る
地
域
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援
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２
期
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策
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成
2
8
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【
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援
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ニ
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ー
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①
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１
／
２
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し
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資
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て
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１
／
２
以
内
）

水
産
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面
的

機
能
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揮
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策

平
成
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年
度
予
算
概
算
要
求
額
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２
，

８
０
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（
２
，
８
０
０
）
百
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円
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の
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全
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ヒ
ト
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）
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の
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系
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掃
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場
の

保
全
（
母
藻
の
設
置
）
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増養殖対策
【１，５６３（１，３７０）百万円】

対策のポイント
新たな栽培対象種の開発促進、さけ・ますの種苗放流手法の改良、低魚粉

配合飼料による養殖技術の確立・普及、真珠養殖業等の連携強化、商業化に
向けたシラスウナギの大量生産システムの実証、カワウ・外来魚の被害防止
対策等を支援します。

＜背景／課題＞
我が国の漁業生産量がピーク時から半減している中で、国民に水産物を安定供給して

いくためには、水産物の増殖及び養殖を一層推進する必要があります。

政策目標
○主な栽培漁業対象魚種及び養殖魚種の生産量の増大
（1,572千トン（平成24年度）→1,739千トン（平成34年度））
○漁業被害を与えるカワウの個体数の半減

＜主な内容＞

１．増殖に関する支援事業 ５９０（３４４）百万円
（１）栽培漁業総合推進事業［新規］ １６３（－）百万円

栽培漁業について、全国的な課題となっている広域種の資源造成の取組に対す
る支援及び漁業者や消費者のニーズを踏まえた新たな種苗生産技術の開発促進等
を実施します。

（２）さけ・ます資源回復推進事業 ３７６（２９６）百万円
サケの来遊数の減少要因を究明するため、河川及び沿岸域における放流サケ稚

魚の生態調査、放流時期や放流手法などの改良の取組を支援します。
※ さけ・ます対策としては、別途、東日本大震災復興特別会計（復興庁計上）に

おいて、被災地における採卵用サケ親魚の確保を支援する措置を要求しています。

（３）二枚貝資源緊急増殖対策事業 ５２（４９）百万円
資源の減少が著しい二枚貝の人工種苗生産技術を開発するとともに、増殖手法

の実証化の取組を支援します。
委託費、補助率：定額、１／２以内

委託先、事業実施主体：民間団体等

２．養殖に関する支援事業 ２５４（２３０）百万円
（１）養殖用飼料対策事業 １３７（１３６）百万円

ブリ･マダイ等の主要養殖魚種における低魚粉配合飼料使用による養殖技術の確
立･普及や、抜本的な生産コストの抑制手法や収入の増加に繋がる新たな養殖手法
の開発を行います。また、クロマグロ人工種苗の量産化に不可欠な初期餌料の開
発を行います。

養殖魚安定生産・供給技術開発事業 ８１（８０）百万円

クロマグロ養殖用の高機能、高効率餌料の開発事業
５６（５６）百万円

委託費：定額、１／２以内

委託先：民間団体等

[平成29年度予算概算要求の概要]
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（２）真珠養殖業等連携強化・成長展開事業［新規］ ３０（－）百万円
オールジャパンで真珠養殖業等の振興に取り組むため、国・地方公共団体・事

業者・研究機関等が連携強化するための協議会を整備し一丸となって行動計画を
策定するとともに、次世代を担う人材を協議会が認定し、その活動の支援を行い
ます。

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

（３）養殖技術開発関係事業 ８８（９４）百万円
IT技術や先端フォトニクス技術を駆使した革新的な養殖技術の開発を図るとと

もに、二枚貝の増養殖と組み合わせたノリ養殖試験を実施します。
環境IT技術を活用した新たな養殖技術開発事業

５８（６５）百万円
二枚貝の養殖等を併用した高品質なノリ養殖技術の開発事業

３０（３０）百万円

委託費

委託先：民間団体等

３．ウナギ対策関連事業 ４５７（４５７）百万円
商業化に向けたウナギ種苗の大量生産システムの実証試験を実施するとともに、

国際的なウナギの資源管理の推進、ウナギの生息状況の調査、放流手法や生息環境
の改善手法の開発等を行います。

ウナギ種苗の商業化に向けた大量生産システムの実証事業

３１０（３１０）百万円

鰻供給安定化事業 １４７（１４７）百万円

委託費、補助率：定額、３／４以内

委託先、事業実施主体：民間団体等

４．健全な内水面生態系復元等推進事業 ２６１（２４６）百万円
広域的な連携の下で行うカワウ・外来魚の生息状況調査、カワウの個体数削減に

向けた駆除等の取組を支援するとともに、河川流域等における外来魚（チャネル
キャットフィッシュ等）の駆除手法を開発します。

委託費、補助率：定額、１／２以内

委託先、事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：水産庁栽培養殖課（０３－３５０１－３８４８）］

[平成29年度予算概算要求の概要]
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【平
成

2
9
年
度
予
算
概
算
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額
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５
６
３
（１

，
３
７
０
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万
円
】
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進
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。
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携
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テ
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。
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．
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０
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ォ
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．
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０
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４
４
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岸
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取
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携
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．
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捕鯨対策
【５，０６２（５，０６４）百万円】

対策のポイント
ＩＣＪ判決を踏まえた新南極海鯨類科学調査計画に基づく鯨類捕獲調査等

を安定的かつ継続的に実施するため、新たな支援体制の構築を行います。ま
た、来るべき商業捕鯨の再開に向け、捕鯨文化等を継承するために鯨関係情
報の発信を行います。

＜背景／課題＞
・南極海における鯨類捕獲調査については、平成26年３月の国際司法裁判所（ＩＣＪ）
の判決を踏まえた「新南極海鯨類科学調査計画（ＮＥＷＲＥＰ－Ａ）」を同年11月に
国際捕鯨委員会（ＩＷＣ）に提出し、現在、この新調査計画の下で鯨類調査を行うこ
ととしています。

・南極海における鯨類捕獲調査について、ＩＣＪの判決等を踏まえ、調査対象海域や調査日
数（船舶用船費）を増やし、非致死的調査に係る検証・分析を充実させる必要があります。
・ＩＣＪの判決は、南極海における調査捕鯨に対するものですが、我が国沿岸域における調
査捕鯨についても、当該判決を踏まえた非致死的調査の充実等を盛り込んだ新たな調査計
画を策定し、平成29年度から新たな調査計画に基づき、調査を実施する必要があります。
・このため、南極海を含めた鯨類調査を安定的かつ継続的に実施するためには、新たな調査
支援体制を構築することが急務となっています。

政策目標
国際捕鯨委員会（ＩＷＣ）の商業捕鯨一時停止（モラトリアム）の見直し

に必要な科学的知見の収集

＜主な内容＞
１．鯨類捕獲調査円滑化等対策 ３，８７０（４，３９２）百万円

鯨類捕獲調査を引き続き確実に実施するために必要な経費を支援します。
特に調査対象海域や調査日数の増加に伴い必要となる安全対策を実施します。

事務費 ２０６（２０８）百万円
鯨類捕獲調査円滑化事業費 ２，３６７（１，９３４）百万円

補助率：定額
事業実施主体：一般財団法人 日本鯨類研究所

鯨類資源持続的利用支援調査事業（基金）１，２９６（２，２５０）百万円
補助率：定額

事業実施主体：特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構
調査実施主体：一般財団法人 日本鯨類研究所

２．鯨類資源等持続的利用国際推進事業［新規］ ３４１（－）百万円
鯨類等水産資源の持続的利用を推進するため、我が国の立場に対する支持国拡大

と関係国との連携強化に係る取組を実施します。
補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

３．鯨資源調査等対策推進費 ３４６（３４６）百万円
北太平洋において鯨類資源に関する目視調査等を実施するとともに、違法鯨肉

の国内流通を防止するための調査を実施します。
委託費

委託先：民間団体等

４．日本沿岸域鯨類調査事業 ５０６（２８６）百万円
我が国沿岸域において、非致死的手法を含む鯨類捕獲調査を継続して実施するこ

とにより、商業捕鯨の再開に向けた科学的な情報を収集します。
補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：水産庁国際課 （０３－３５０２－２４４３）］

［平成29年度予算概算要求の概要］
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外国漁船操業対策等
【１３，４７８（１３，３００）百万円】

対策のポイント

我が国周辺海域における外国漁船の操業増に適切に対応するため、漁業取締

体制等を強化します。

＜背景／課題＞

・外国漁船等による違反操業は、我が国周辺水域における水産資源管理の取組や我が国

漁業者による円滑な漁場利用に対する大きな障害となっていることから、漁業取締り

を強化することが必要です。

・特に近年、道東・三陸沖公海への中国漁船等の進出など、我が国周辺海域における外

国漁船の操業が増加・広域化する中、我が国水産資源の保存・管理及び漁業秩序の維

持のための漁業取締りの充実が求められています。

政策目標
○漁業取締りの強化等による水産資源の適切な保存及び管理の推進

＜主な内容＞

指導監督及び取締費 １３，２１５（１３，０３８）百万円

外国漁船の違法操業への取締強化の要請等に対応するため、最新鋭の漁業取締船を用

船するなど漁業取締体制の維持強化を図ります。

事業実施主体：国

［お問い合わせ先：水産庁管理課 （０３－３５０２－０９４２）］

[平成29年度予算概算要求の概要]
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漁場環境保全・技術開発・普及推進
【１，５３２（１，４０７）百万円】

対策のポイント
・トド等の有害生物による漁業被害対策、有明海や瀬戸内海等における漁場
環境の改善策の検討等の推進を支援します。
・水産業の省コスト・省力化や安全性向上等に資する新技術の実証を支援し
ます。
・国の重要施策の現場展開や新たな技術・知識の導入による漁家経営改善等
を、国と道府県との協同事業である水産業改良普及事業により推進します。

＜背景／課題＞
・トド、ザラボヤ等の有害生物や赤潮の出現等で漁場環境が悪化している水域があり、
国として、有害生物等による漁業被害の防止、赤潮・貧酸素水塊や貧栄養化対策等を
推進していくことが必要です。

・漁業就業者の減少や高齢化等の深刻な状況に対応するため、漁業現場への新たな省力
化技術の導入が求められています。

・海難事故における死者・行方不明者数は船種別では漁船が最も多い状況であり、漁船
の安全性の向上を図っていくことが必要です。

政策目標
○トド等の有害生物による漁業被害の抑制（トドによる漁具被害を平成24年
度被害額（５億３千万円）以下に抑制）
○水産業における10％以上の省コスト・省力化を実現する新技術の実用化

＜主な内容＞

１．有害生物漁業被害防止総合対策事業 ５４７（５２８）百万円
トド、ザラボヤ等による漁業被害の防止・軽減を図るため、知見の収集を強化し、

被害防止・軽減手法の開発・実証、駆除、処理等の対策や利活用の促進に取り組む
とともに、日中韓による大型クラゲ国際共同調査等を総合的に支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体等

２．漁場環境・生物多様性保全総合対策事業 ３９２（３９８）百万円
漁場環境や生物多様性の保全を図るため、赤潮･貧酸素水塊や海域の貧栄養化の調

査と対策、生物多様性の保全及び持続可能な漁業の実現など各般の対策を推進しま
す｡

委託費、補助率：定額

委託先、事業実施主体：民間団体等

３．各地域の特性に応じた有明海の漁場環境改善実証事業
３２５（３２５）百万円

有明海の漁場生産力の向上を図るため、漁業者等が自ら行うことが可能な泥土の除
去、ホトトギス貝の発生・分布状況の把握・駆除及び貧酸素水塊解消の技術開発・実証を
行います。

委託費

委託先：民間団体等

[平成29年度予算概算要求の概要]
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[平成29年度予算概算要求の概要]

４．漁業系廃棄物対策促進事業 １６（１８）百万円
漁業系廃棄物のリサイクル手法の普及、実証試験及び漁業系廃棄物を固形燃料化し、

ボイラーなどの燃料として活用するための技術開発等を支援します。
補助率：定額

事業実施主体：民間団体

５．漁場油濁被害対策 ２９（２９）百万円
原因者が判明しない漁場油濁に際し、漁業者等が行う防除・清掃費を支弁するほか、

油防除の指導者養成講習会の開催や専門家派遣などの油濁被害防止対策を実施します。
補助率：定額

事業実施主体：公益財団法人海と渚環境美化・油濁対策機構

６．ICTを利用した次世代スマート沿岸漁業技術開発事業［新規］
９３（－）百万円

漁業者参加型の観測網構築と沿岸域の漁場形成予測モデルの開発により、漁場の
「見える化」を図り、沿岸漁業のスマート化及び若手漁業者への技術支援を推進し
ます。

委託費

委託先：民間団体等

７．水産業革新的技術導入・安全対策推進事業［新規］ ６１（－）百万円
漁業現場において革新的な省エネ・省コスト・省力化技術及び安全対策技術を円滑に

導入するため、これら技術の実証試験等を支援します。
補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体等

８．水産業改良普及事業交付金 ６９（６９）百万円
水産に関する様々な施策や技術開発の成果等を水産業普及指導員が漁業現場に普

及し、沿岸漁業の生産性の向上や漁家経営の改善等を図ります。
交付率：定額

事業実施主体：道府県

お問い合わせ先：
１、２、４、５の事業 水産庁漁場資源課 （０３－３５０２－８４８６）
３、６、７、８の事業 水産庁研究指導課 （０３－３５０２－８４８２）
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共
同
に
よ
る
モ
ニ
タ
リ

ン
グ
調
査
等
を
行
う
。

取
締
船
で
の

長
距

離
音

響
発

生
装

置

【
ト
ド
の
追
い
払
い
に
使
用
】

効 率 的 な 漁 業 被 害 の 軽 減 に よ り 漁 業 経 営 の 安 定 に 貢 献

【
ト
ド
に
破
ら
れ
た
網
】

事
業

対
象

生
物

【
大

型
ク
ラ
ゲ
】

【
ト
ド
】

【
ナ
ル

ト
ビ
エ
イ
】

【
ザ

ラ
ボ
ヤ
】

【
キ
タ
ミ
ズ
ク
ラ
ゲ
】

④
被

害
軽

減
対

策
【拡

充
】

駆
除
・
処
理
、
改
良
漁
具
の
導
入

促
進
等
の
被
害
軽
減
対
策
を
行
う
。

特
に
被
害
の
拡
大
が
続
く
ザ
ラ
ボ
ヤ

に
対
応
。

【
処
理
し
た
ザ

ラ
ボ
ヤ

の
運
搬
・
処
理
】ザ
ラ
ボ
ヤ
の

駆
除

・処
理

③
被

害
軽

減
技

術
開
発

長
距
離
音
響
発
生
装
置
を
用
い
た
ト
ド
追
い
払
い
手
法
の
実
証
や
、

海
洋
環
境
に
応
じ
た
ザ
ラ
ボ
ヤ
付
着
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
体
制
構
築
の
た

め
の
研
究
等
を
行
う
。

⑤
利

活
用

促
進

【新
規

】

駆
除
の
実
効
性
向
上
に
資
す
る
有

害
生
物
の
利
活
用
の
た
め
の
技
術
開

発
を
行
う
。

【
ト
ド
肉
の

多
角
的
利
用
】

ニ
ー
ズ
把
握
・
商
品
開
発

※
②

の
事

業
に
つ
い
て
は

オ
ッ
ト
セ
イ
も
対
象
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水産基盤整備事業（公共）
【８３，９８２（６９，９８５）百万円】

対策のポイント
・消費・輸出の拡大に向けて、漁港の高度衛生管理対策など安全で安定した
水産物の供給体制の確立を推進します。
・自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁港施設の防災・
減災対策を計画的に推進します。

＜背景／課題＞
・水産業の成長産業化を実現し、消費・輸出拡大を図る中で、特に輸出促進に重点をお
いた高度衛生管理対策、海域の生産力の底上げを目指した水産環境整備を推進し、競
争力の強化を図ることが必要です。

・国土強靱化に資するため、漁港施設の地震・津波対策や長寿命化対策など大規模自然
災害に備えた防災・減災対策を推進することが必要です。

政策目標
○流通拠点漁港における高度に衛生管理される水産物の取扱量の増加
（29％（平成21年度）→概ね70％（平成28年度））

○水産環境整備による水産資源の生産力向上
（概ね11万トンの増産（平成28年度））

○流通拠点漁港における陸揚げ用岸壁の耐震化の推進
（20％（平成21年度）→概ね65％（平成28年度））

＜主な内容＞
１．国産水産物の衛生管理や安定供給のための基盤強化対策

４２，４９５（２４，２５６）百万円

国産水産物の輸出促進及び国内市場における競争力強化を図るため、
特に流通・輸出拠点漁港における高度衛生管理対策や流通の効率化を推進します
（２６，７１０百万円）。
また、海域全体の生産力の底上げなど資源回復のための水産環境整備を推進します

（１５，７８５百万円）。
直轄漁港整備事業 １０，８１５（ ４，５１３）百万円
フロンティア漁場整備事業 ３，２４０（ ２，７００）百万円
水産流通基盤整備事業 １０，８５７（ ５，３４６）百万円
水産環境整備事業 １２，５４５（１０，７４３）百万円
水産生産基盤整備事業 ４，１１８（ － ）百万円

国費率：10/10（うち漁港管理者２/10等）、１/２等
事業実施主体：国、地方公共団体等

２．災害に強い漁業地域づくりのための漁港施設の防災・減災対策、既存ストッ
クの有効活用

４１，４８７（４５，７２９）百万円

地震・津波等の自然災害に対する漁港及び背後集落の安全確保のため、施設の機
能診断を行いつつ、漁港施設の地震・津波対策等を推進します。
また、漁港施設の戦略的な長寿命化対策、拠点漁港へ陸揚・集出荷等の漁港機能

の集約化や既存ストックの有効活用を推進し、施設の維持管理・更新費の増大の抑
制等を図ります。

直轄漁港整備事業 ５，７３６（ ９，８７７）百万円
水産流通基盤整備事業 ２，７１５（ ５，１３４）百万円
水産物供給基盤機能保全事業 １５，７４８（１２，４９４）百万円
漁港施設機能強化事業 ７，６２８（ ６，０６５）百万円
水産生産基盤整備事業 ８，２３７（１０，５９５）百万円

国費率：10/10（うち漁港管理者２/10等）、１/２等
事業実施主体：国、地方公共団体

［お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）］

［平成29年度予算概算要求の概要］
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水
産

日
本
の
復
活
の
た
め
、
以
下
の
対
策
に
つ
い
て
重
点
的
に
推
進
。

（
１
）
輸
出
促
進
に
重
点
を
お
い
た
流
通
・
輸
出
拠
点
漁
港
の
品
質
・
衛
生
管

理
対

策
（
２
）
海
域
全
体
の
生
産
力
の
底
上
げ
を
目
指
し
た
水
産
資
源
の
回
復
対
策

（
３
）
国
土
強
靱
化
に
資
す
る
た
め
の
漁
業
地
域
の
防
災
・
減
災
対
策

（
４
）
漁
港
施
設
の
長
寿
命
化
対
策
や
施
設
の
有
効
活
用
等
に
よ
る
漁
港
ス
ト

ッ
ク

効
果

の
最

大
化

平
成
２
９
年
度
予
算
の
考
え
方

・
水

産
物

の
輸

出
促
進
に
よ
る
需
要
拡
大

・
国

産
水

産
物

の
消
費
の
低
迷

【
課

題
と
対
応

】

・
流
通

・
輸

出
拠
点
漁
港
に
お
け
る
水
産
物
の
品
質
・
衛
生
管
理

対
策

の
推

進
・
陸
揚

・
集

出
荷
機
能
の
集
約
化
に
よ
る
水
産
物
流
通
の
効
率
化

密
閉
型
構
造
の

荷
さ
ば
き
所

鳥
獣
対
策
を
施
し
た

屋
根
付
き
の
陸
揚
岸
壁

水
産

基
盤

整
備

事
業

（
公

共
）

流
通

・
輸

出
拠

点
漁

港
の

衛
生

管
理

対
策

【
平

成
２
９
年

度
概
算
要
求
額
：
８
３
，
９
８
２
（
６
９
，
９
８
５
）
百
万
円
】

【
課

題
と
対

応
】

・
人
口

減
少

社
会
の
到
来
や
水

産
資

源
の
低
迷
等
に
よ
り
港
勢

の
動

向
が
変
化

・
多
く
の

施
設

が
耐
用
年
数
を
迎

え
、
維

持
管

理
・
更
新
費
の
増

大
が

懸
念

・
コ
ス
ト
の
縮
減
・
平
準
化
を
図

り
つ
つ
、
漁

港
施

設
の
戦
略
的
な
長
寿
命

化
対

策
を
推
進

・
あ
わ
せ
て
、
ス
ト
ッ
ク
の
適

正
化
や

ス
ト
ッ
ク
効

果
の
最
大
化
に
向
け
、
漁

港
機
能

の
集
約

化
や
施
設
の
有
効
活
用
等

を
一

層
推

進
し
、
施

設
の
維
持
管
理
・
更
新

費
の
増

大
を
抑

制
浮

桟
橋

藻
場

造
成

水
域
の
有
効
活
用
に
よ
る

増
養
殖
機
能
の
増
進

漁
港
機
能
の
集
約
化
に
よ
る

効
率
的
利
用

【
課
題
と
対
応
】

・
南
海
ト
ラ
フ
等
の
切
迫
し
た
大
規
模
地
震
・
津
波
に

よ
る
甚
大
な
被
害
、
地
域
産
業
へ
の
影
響

・
機
能
診
断
に
基
づ
く
漁
港
施
設
の
耐
震
化
や
粘
り
強

い
構
造
を
も
つ
防
波
堤
な
ど
地
震
・
津
波
対
策

漁
業

地
域

の
防

災
・

減
災

対
策

津
波
に
対
し
て
粘
り
強
い

構
造
を
持
つ
防
波
堤

耐
震

強
化

岸
壁

（
東

日
本

大
震

災
直

後
）

被
害

無
く
、
が

れ
き
処

理
等

、
復

旧
に
重

要
な
役

割

耐
震
強
化
岸
壁
の
効
果

津
波
に

対
す
る
改
良

水
産

資
源

の
回

復
対

策

水
産
資
源
を
育
む
水
産
環
境
の
保
全
・
創
造

マ
ダ
イ

生
活
史

磯
焼

け
海

域
等

に
お

け
る

藻
場

・
干

潟
造

成

水
産

生
物

の
生

活
史

に
対

応
し

た
漁

場
整

備

資
源

管
理

と
連

携
し

た
漁

場
整

備

・
海
域
全
体
の
生
産
力
の
底
上
げ
を
目
指
し
た
水
産
環
境
整
備

の
推
進

・
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
漁
場
整
備
等
の
さ
ら
な
る
展
開

【
課

題
と
対

応
】

・
気
候
変
動
等
に
よ
る
藻
場
・干

潟
の
減
少
等
の
環
境
の
変
化

・
水
産
資
源
の
低
迷

漁
港

ス
ト

ッ
ク

効
果

の
最

大
化

津
波

の
越

流

老
朽

化
し
た
岸

壁
の

状
況

対
策

後
の

岸
壁

の
イ
メ
ー
ジ

＜
漁
港
施
設
の
長
寿
命
化
対
策

＞
＜
漁
港
機
能
の
集
約
化
・
施
設
の
有
効
活
用
＞
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漁港海岸事業（公共）
【８４５（７０４）百万円】

対策のポイント
海岸法に基づき、国土の保全を目的として、津波、高潮、波浪による被害

から海岸を防護するため、海岸保全施設の整備を推進します。

＜背景／課題＞

・我が国は台風の常襲地帯であり、かつ地震多発地帯にあるため、高潮や津波による海

岸災害が頻発しています。また、海岸侵食も全国的に顕在化しています。

・大規模自然災害に対して、ハード対策とソフト対策を組み合わせた防災・減災対策を

強化していく必要があります。

政策目標

○安全で活力ある漁村づくり

○漁業地域の防災機能・減災対策の強化

○海岸堤防の整備率 69％（平成32年度）

＜主な内容＞

海岸保全施設整備事業（高潮対策事業）

７８２（６００）百万円
国土保全上特に重要な地域への高潮、津波及び波浪による浸水災害を未然に防ぐ

ため、海岸保全施設の新設又は改良を行います。

補助率：２／３等

事業実施主体：地方公共団体

［お問い合わせ先：水産庁防災漁村課（０３－３５０２－５３０４）］

［平成29年度予算概算要求の概要］
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漁港関係等災害復旧事業（公共）
【１，１１３（１，１１３）百万円】

対策のポイント
台風、地震等により被災した漁港や海岸等を早期に復旧するため、災害復

旧事業を実施します。

＜背景／課題＞

台風、地震等により漁港や海岸等が被災した場合に、水産物供給機能の回復等を図る

ため、災害復旧事業による早期の復旧が必要です。

政策目標

地域住民の生活の安定と水産物の安定供給体制の速やかな復旧

＜主な内容＞

１．漁港、海岸等の災害復旧事業 １，１０５（１，１０１）百万円

台風、地震等により被災した漁港や海岸等の災害復旧を実施します。

国費率（基本）：10/10、２/３、6.5/10

事業実施主体：国、都道府県、市町村等

２．漁港、海岸等の災害関連事業 ８（１２）百万円

漁港や海岸等の災害復旧事業の実施のみでは、再度災害の防止に十分な効果が期待

できないと認められる場合に、当該被災箇所又はこれを含めた一連の施設について、

構造物の強化等を行う災害関連事業を実施します。

国費率（基本）：５/10

事業実施主体：都道府県、市町村

［お問い合わせ先：水産庁防災漁村課 （０３－３５０２－５６３８）］

［平成29年度予算概算要求の概要］
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【参考：東日本大震災復旧・復興関係】

      単位：百万円 

11,769 (14,417) 

 漁船等復興対策 485 (674) 
 〔漁業協同組合等が行う漁船・漁具の復旧等〕

 養殖施設災害復旧事業 151 (151) 
 〔激甚災害法に基づく養殖施設の復旧〕

 　水産業共同利用施設復旧整備事業 2,261 (3,585) 
 〔漁協等の水産業共同利用施設等整備に対する支援〕

 　復興水産加工業等販路回復促進事業 1,503 (1,802) 
 〔水産加工業者等の販路回復等の取組に必要な加工機器の整備等に対する支援〕

 　被災海域における種苗放流支援事業 774 (1,072) 
 〔他海域の種苗生産施設からの種苗導入等による放流種苗の確保等〕

 　漁場復旧対策支援事業 920 (1,279) 
 〔漁場のがれき等の撤去〕

        水産関係資金無利子化事業及び水産関係公庫資金無担保・無保証人事業 3,018 (3,237) 
 〔災害復旧・復興関係資金への利子助成、無担保・無保証人融資の推進〕

 　漁協経営再建緊急支援事業 501 (574) 
 〔漁協等の経営再建のために借り入れる資金の実質無利子化〕

        漁業者等緊急保証対策事業 1,116 (1,160) 
 〔無担保・無保証人融資を推進するための保証料助成等〕

        漁業復興担い手確保支援事業 202 (299) 
 〔他の漁船での新たな漁法や技術の習得等に対する支援等〕

　放射性物質影響調査推進事業 362 (362) 
 〔水産物の放射性物質検査〕

 海洋生態系の放射性物質挙動調査事業 182 (182) 
 〔水生生物中の放射性物質の挙動とその要因の調査・分析〕

 福島県水産試験研究拠点整備事業 293 (40) 
 〔放射性物質関連の研究等に必要な施設整備等に対する支援〕

5,803 (14,210) 

51,848 (99,263) 

　水産業復興支援【非公共】

　水産基盤整備事業【公共】
33   〔被災した拠点漁港の流通・防災機能の強化と地盤沈下対策等〕

　漁港関係等災害復旧事業【公共】
34   〔地震や津波の被害を受けた漁港、海岸等の災害復旧〕

30

事業名
29年度
要求額

28年度
当初予算額 頁

東日本大震災復興特別会計において、復興庁が下記の事業を要求

29



水産業復興支援（非公共）
【１１，７６９（１４，４１７）百万円】

（復旧・復興対策（復興庁計上））

対策のポイント
漁業・養殖業と水産加工・流通業が一体となった復興を支援します。

＜背景／課題＞

・東日本大震災により被災を受けた地域は、全国屈指の豊かな漁場に恵まれ、全国の水

産物供給において大きな役割を果たしていることから、水産資源の回復と漁業・養殖

業の本格復興が極めて重要な課題となっています。

・水産資源の回復と漁業・養殖業と水産加工業が一体となった復興のためには、漁船の

建造、漁業者等の共同利用施設の整備や種苗放流に対する施設整備等の支援が必要で

す。

・水産加工業においては、復興期間中に失われた販路・売上げの確保が課題となってお

り、水産加工品の販路の回復・新規開拓等の取組の支援が必要です。

・震災からの復旧・復興に向けた漁業者・水産加工業者・漁協等への資金を円滑に融通

することが必要です。

・漁業就業者の廃業や離職を防止し、被災地の漁労技術の円滑な継承や次世代の担い手

の定着・確保を推進することが重要です。

・東京電力福島第１原発の事故による放射性物質の海洋への流出により、基準値を超え

る放射性物質が今なお一部の水産物で検出されており、水産物の安全確保が重要です。

政策目標
我が国水産業において重要な位置を占める被災地の水産業の早

期復興

＜主な内容＞

１．漁船等復興対策 ４８５（６７４）百万円
漁業協同組合等が被災した漁業者のために行う漁船の建造、中古船の導入、定置網

等漁具の導入に対して支援します。また、被災した福島県の漁業者のグループ等が行

うＬＥＤ集魚灯等の省エネルギー性能が相当程度優れた漁業用機器設備の導入に対し

て支援します。

補助率：定額、１／２、１／３以内

事業実施主体：民間団体等

２．養殖施設災害復旧事業 １５１（１５１）百万円
激甚災害に対処するための特別な財政援助等に関する法律に基づき県が実施する災

害復旧事業について、復旧事業に要する経費の９／10の補助を行います。

補助率：９／10以内

事業実施主体：民間団体等

［平成29年度概算要求の概要］
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３．水産業共同利用施設復旧整備事業 ２，２６１（３，５８５）百万円
被災した漁業者等の共同利用施設（荷さばき場、加工施設、冷凍冷蔵施設、製氷施

設、養殖施設等）のうち規模の適正化や衛生機能の高度化等を図る施設等の整備、被

災した漁港が必要最低限の機能回復を図るための施設整備を支援します。

補助率：２／３、１／２以内

事業実施主体：道県、民間団体等

４．復興水産加工業等販路回復促進事業 １，５０３（１，８０２）百万円
被災地の水産加工業の販路回復等のため、専門家による事業者への個別指導等を支

援するとともに、当該指導を踏まえ、被災地の水産加工業者等が行う販路の回復・新

規開拓等の取組に必要な加工機器の整備、放射能測定機器の導入等を支援します。

補助率：２／３、１／２以内、定額

事業実施主体：民間団体等

５．被災海域における種苗放流支援事業 ７７４（１，０７２）百万円
（１）種苗放流を行う体制が整うまで、他海域の種苗生産施設等からの種苗の導入によ

る放流種苗の確保を支援します。

（２） 震災によるサケ来遊数減少に伴う種卵確保のためサケふ化放流事業者等が行う採

卵用サケ親魚を確保する取組等について支援します。

補助率：２／３、１／２以内

事業実施主体：県

６．漁場復旧対策支援事業 ９２０（１，２７９）百万円
専門業者が行う漁場のがれき撤去、底びき網漁船等による広域的ながれき撤去の取

組や操業中に回収したがれき処理等への支援を行います。
補助率：定額、８／10以内

事業実施主体：県

７．水産関係資金無利子化事業等 ３，５２０（３，８１２）百万円
（１）水産関係資金無利子化事業及び水産関係公庫資金無担保・無保証人事業

災害復旧・復興に必要な日本政策融公庫資金（水産加工資金を含む。）、漁業近代
化資金等の貸付金利を実質無利子化するとともに、公庫資金の無担保・無保証人融
資の推進のため、（株）日本政策金融公庫に対し出資します。

（２）漁協経営再建緊急支援事業
被災漁協等が経営再建のために借り入れる資金を実質無利子化します。

融資枠：151億円
(うち公庫資金100億円、近代化資金31億円、維持安定資金5億円、漁協再建資金15億円)

補助率：定額
事業実施主体：全国漁業協同組合連合会、（株）日本政策金融公庫
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８．漁業者等緊急保証対策事業 １，１１６（１，１６０）百万円
漁業者・漁協等の復旧・復興関係資金等について、無担保・無保証人融資を推進す

るための緊急的な保証について支援します。
保証枠：121億円（漁業近代化資金及び漁協等向け資金を含む民間融資を対象）

補助率：定額
事業実施主体：漁業信用基金協会、（独）農林漁業信用基金

９．漁業復興担い手確保支援事業 ２０２（２９９）百万円
漁労技術の円滑な継承や次世代の担い手を確保するため、漁家子弟等の就業や、若

青年漁業者による他の経営体の漁船等での技術習得研修等を支援します（研修支援に
ついて27年度末までの採択分を対象）。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体等

10．放射性物質影響調査推進事業 ３６２（３６２）百万円
過去の放射性物質の検出状況等を踏まえ、大臣管理漁業等で漁獲される回遊性魚種

等を中心に放射性物質を調査します。

委託費

委託先：民間団体等

11．海洋生態系の放射性物質挙動調査事業 １８２（１８２）百万円
被災地の沿岸・沖合水域等において、環境試料を含む様々な試料の放射性物質濃度

の分析、海流等の把握、更には飼育実験等を行い、これらを総合的に解析することに

よって、水生生物中の放射性物質の挙動とその要因を明らかにします。

補助率：定額

事業実施主体：国立研究開発法人水産研究・教育機構

12．福島県水産試験研究拠点整備事業 ２９３（４０）百万円
原子力災害により甚大な影響を受けている福島県の水産業の再開・復興に向けた放

射性物質関連の研究等に必要な施設整備等を支援します。

補助率：１／２

事業実施主体：福島県

お問い合わせ先：

１の事業 水産庁漁業調整課 （０３－３５０２－８４７６）

１、９の事業 水産庁企画課 （０３－３５０２－８４１５）

２、５の事業 水産庁栽培養殖課 （０３－６７４４－２３８５）

３の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９１）
４の事業 水産庁加工流通課 （０３－６７４４－２３５０）

６の事業 水産庁漁場資源課 （０３－３５０２－８４８６）

７、８の事業 水産庁水産経営課 （０３－６７４４－２３４７）
10、11の事業 水産庁研究指導課 （０３－６７４４－２０３０）

12の事業 水産庁研究指導課 （０３－３５０２－０３５８）

［平成29年度概算要求の概要］
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水産基盤整備事業（公共）
【５，８０３（１４，２１０）百万円】

（復旧・復興対策（復興庁計上））

対策のポイント
被災した拠点漁港等の流通・防災機能の強化や地盤沈下対策等を行います。

＜背景／課題＞

・東日本大震災後の被災地の自立につながり、地方創生のモデルとなるような復興を実

現するべく、平成28年度からの「復興・創生期間」において、引き続き、水産業の復

興の取り組みを強化する必要があります。

・このため、災害復旧事業等と一体となって、被災した拠点漁港の流通・防災機能の強

化と漁港の地盤沈下対策、漁場の生産力回復のための整備を一層推進していきます。

政策目標

地域住民の生活の安定と水産物の安定供給体制の速やかな復旧・復興

＜主な内容＞

拠点漁港等復興対策の推進（被災地対策）

５，８０３（１４，２１０）百万円
拠点漁港における流通・防災機能強化、水産加工場等漁港施設用地の嵩上げ・排

水対策などの漁港の沈下対策を実施するとともに、漁場の生産力回復のための整備

を行います。

水産流通基盤整備事業 １，２５０（６，８９６）百万円

漁港施設機能強化事業 ３，３８２（５，２５２）百万円

水産環境整備事業 ４３２（１，３６３）百万円

水産生産基盤整備事業 ４５３（ ４２０）百万円

補助率：１/２等

事業実施主体：地方公共団体

[お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１（直））］

［平成29年度概算要求の概要］
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漁港関係等災害復旧事業（公共）
【５１，８４８（９９，２６３）百万円】

（復旧・復興対策（復興庁計上））

対策のポイント
東日本大震災により被災した漁港や海岸等を早期に復旧するため、災害復

旧事業を実施します。

＜背景／課題＞

・東日本大震災により被災した漁港や海岸等について、水産物供給機能の回復等を図る

ため、災害復旧事業による早期の復旧が必要です。

政策目標

地域住民の生活の安定と水産物の安定供給体制の速やかな復旧

＜主な内容＞

１．漁港、海岸等の災害復旧事業 ５１，８４４（９９，１５７）百万円
東日本大震災により被災した漁港や海岸等の災害復旧を実施します。

国費率（基本）：４/５、２/３、6.5/10

事業実施主体：都道府県、市町村

２．漁港等の災害関連事業 ４（１０６）百万円
漁港等の災害復旧事業に関連し、漁業集落排水施設等の災害復旧を実施します。

国費率（基本）：５/10

事業実施主体：都道府県、市町村

［お問い合わせ先：水産庁防災漁村課 （０３－３５０２－５６３８）］

[平成29年度予算概算要求の概要]
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